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新たな住宅セーフティネット制度を活用した 

ひとり親世帯への居住支援について 

 

（付議の要旨） 
 住宅に困窮するひとり親世帯に対し、国の新たな住宅セーフティネット制度

に基づく民間賃貸住宅を活用した居住支援をモデル事業として行う。 
 
１．主旨 

区は、第三次住宅整備後期方針において、「居住支援プロジェクト」を重

点プロジェクトと位置づけ、住宅確保要配慮者の住まい確保の支援のため、

昨年３月、世田谷区居住支援協議会を設立したところである。当該協議会に

おいては、単身高齢者の入居支援策について、安否確認サービスと保証サー

ビスの活用といったソフト面での支援策の構築に着手しており、順次、障害

者等への支援策についても検討を進める。 

平成２９年１０月には、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促

進に関する法律」の改正法が施行され、民間賃貸住宅等の空き家・空き室を

活用した新たな住宅セーフティネット制度が創設された。この制度は、「住

宅確保要配慮者（※１）の入居を拒まない賃貸住宅（以下、「登録住宅」という。）」

の登録制度、登録住宅に対する住宅改修費や家賃低廉化補助の他、住宅確保

要配慮者への入居相談・援助などの入居円滑化に関する措置から成る。 
一方で、ひとり親家庭においては、家計を圧迫している支出として住居費

をあげている世帯が約半数あるとの区の調査結果があることから、新たな制

度である家賃低廉化補助（※２）等を活用し、まずは住宅確保要配慮者である

ひとり親世帯を対象として低廉な民間賃貸住宅の供給を図る。 

※１ 住宅確保要配慮者とは、 低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育

している者、その他住宅の確保に特に配慮を要する者 

※２ 家賃低廉化補助とは、登録住宅に入居する低額所得者の家賃負担を軽減するた

め、家賃を市場家賃よりも減額にした賃貸人に対して補助する制度 

 

２．内容（別紙参照） 

 東京都の定める一定の基準を満たした民間賃貸住宅（居室）について、居

住支援協議会による賃貸人への支援のもと、新たな住宅セーフティネット制

度における登録住宅として東京都に登録し、ひとり親世帯向け住宅として活

用する。 
（１）主な取組み 

ひとり親世帯を対象とした支援策について、平成３０年度よりモデル事業

として取り組み、登録住宅への家賃低廉化補助等の事業の有効性等について



検証のうえ、登録住宅の登録状況を鑑みて、その他の住宅確保要配慮者にか

かる今後の展開について、居住支援協議会等での検討を踏まえて取り組む。 
①世田谷区居住支援協議会の対応 

・ 登録住宅となり得る物件の掘り起こし及び東京都への登録支援 
※居住支援協議会の構成団体である不動産関係団体と連携し、東京都の

定める登録住宅要件を満たす民間賃貸住宅のオーナー（賃貸人）の協力

を得て、ひとり親世帯を対象とする住宅として適切な登録住宅のストッ

クを確保する。 
・ 入居対象者に対する登録住宅に関する情報提供及び入居あっせん 

※区営住宅の募集時期に合わせて年２回程度、登録住宅の入居対象者へ

のあっせんを行う。 
②区の対応 
・ 家賃低廉化補助等の要件を満たす登録住宅賃貸人への補助 

 

（２）登録住宅の主な要件 

次の主な要件に該当する住宅を賃貸人の申請により東京都に登録する。 

ア 各住戸の床面積が２５㎡以上であること。 

イ 消防法、建築基準法等に違反しない構造であり、新耐震基準に適合する

こと。 

ウ 各住戸が台所、便所、収納設備、浴室又はシャワー室を備えること。 

 

（３）入居対象者の主な要件 ※家賃低廉化補助の要件と同じ 

   住宅に困窮し、次のいずれにも該当するものを入居対象者とする。 

ア ひとり親で１８歳未満の子どもを扶養していること。 

イ 低額所得者 

 対象となる入居者の所得（公営住宅法施行令第１条第３号に定める収

入をいう。）を合算した金額が月額１５万８千円以下であること。 

ただし、住宅扶助（生活保護制度）及び生活困窮者住居確保給付金（生

活困窮者自立支援制度）を受給している世帯を除く。 

ウ 区内に引き続き１年以上在住していること。 

エ 他の公的制度による家賃補助等を受けていないこと。 

 

（４）補助事業 

①賃貸人に対する家賃低廉化補助 

 登録住宅への入居者の家賃負担を市場家賃から低減するために要した

費用を補助対象とし、賃貸人に対して補助する。 

補助金額：月額４万円×１０ヶ月×２５件＝１,０００万円 
【歳入】月額２万円×１０ヶ月×２５件＝５００万円予定 

（補助率：国１/２＋地方１/２） 

 補助期間：国の定める補助期間（※１）の範囲内で別途定める。 



※１ 国の定める補助期間は、住宅確保要配慮者専用の登録住宅としての管理開

始から最長１０年間（補助総額２４０万円を超えない場合は最長２０年間） 

②賃貸人に対する登録住宅改修費補助 

 バリアフリー改修などに要する費用を補助対象とし、賃貸人に対して

補助する。 

 補助金額：１００万円／戸×１０件＝１,０００万円 
【歳入】５０万円×１０件＝５００万円予定 

（補助率：国１/３＋地方１/３） 

③補助要綱 

補助金の交付に必要な事項として、新たな要綱を定める。 

    なお、東京都においても補助要綱及び都区間の補助スキームを現在策

定中であるため、都の補助要綱等との整合を図りながら、区の補助交付

要綱の制定、施行に向けて引き続き詳細を詰める。 

 

３．その他 

  事業の実施にあたっては、登録住宅のストック確保が課題であり、居住支

援協議会に参加する不動産関係団体等と連携しながら取り組みを進める。 

 

４．今後のスケジュール（予定） 

  平成３０年２月 都市整備常任委員会（居住支援案の報告） 

 ６月 事業施行 


